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厚生分析用CGEモデルのパラミクー推計

The Estimation of Model Parameters for the CGE Model

吉田　有里*

Yuri Yoshida*

In recent decades, Computable General Equilibrium Model (CGE model) has become the
L

standard tool for the welfare analysis. For this general equilibrium evaluation, it is essential

to construct model parameters that is consistent to the national economy. Further, if we focus

on generality of the analysis, model parameters should be obtained from the published data

sources.

This paper presents the procedures of estimating the 1990 Japanese model parameters and

lists thoroughly the data sources.

キーワード:CGEモデル、最新のモデルパラミタ-、新たな推計方法

Keywords : CGE model, the latest model parameters, the new estimation
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状態を表すための調整方法を解説する。第3

1.はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　章では、家計に関するパラミタ-、具体的に

は課税前所得の階級別に見た家計所得・生産

21世紀に向けて、わが国は本格的な高齢　　　要素保有量・家計の税負担・効用関数のパラミ

社会を迎えようとしている。この高齢社会を　　クーの推計方法とそれらの結果を提示する。

豊かでしかも活力ある形で乗り切るためには、　　第4章では、産業に関するパラミクー、具体

財政がさまざまな形でその役割を求められる　　　的には産業別に見た付加価値・産業の税負担・

ことになる。その対策として、政府は介護保　　最終需要・生産財から消費財への変換行列・生

険制度の導入や消費税率の引き上げなどを検　　産関数と付加価値関数のパラミクーの推計方

討している。このような税あるいは保険を用　　　法とそれらの結果を解説する。第5章では、

いた政策は家計や産業にさまざまな影響を与　　本稿の推計結果と市岡(1991)のそれとを比較

えるので、これらを実施する際には効率性や　　　して本稿での推計方法の有効性を検証し、最

公平性を考慮した分析が必要となる。なかで　　後に本稿で用いた推計方法の問題点と今後の

も経済厚生効果を数量的に把握するためには、　　課題に触れることにする。

計算可能型一般均衡モデル(CGEモデル)を

用いた分析が有用である。このタイプの分析　　2.モデルの基本構造とマクロデータ

は近年広く行われるようになってきており、

わが国では市岡(1991)が日本型CGEモデル　　　ここでは、本稿において想定している一般・

を構築し、 1980年度を基準年とする付加価　　均衡モデルの基本構造とともに、 『国民経済

値税の厚生分析を試みている。　　　　　　　　計算年戟(経済企画庁)』 (以下ではSNAと

ある政策の経済効果を議論するためには、　　略す)より得られるマクロデータが一般均衡

最新のデータを用いてそれを評価する必要が　　状態を表すための調整方法を解説する。

ある。つまり、現実的なシミュレーションを　　2-1.モデルの基本構造

行う場合には、必要なモデル・パラミクーを　　　モデルは図1に示したように家計部門・産

できるだけ最新のデータで推計しておかなけ　　業部門・政府部門・海外部門から構成される。

ればならない。また、分析の継続性を重視す　　まず家計部門から見ていこう。ここでは表1

るならば、できるだけ公開されている資料・　　に示した18タイプの家計を想定する。家計

データでモデル・パラミクーを推計する必要　　は2種類の生産要素(労働(El)'資本(Ek))を

がある。そこで、本稿では最新の公表データ　　保有し、これらを企業に提供して要素所得

を用いたモデル・パラミクーの推計方法とそ　　(労働所得・資本所得)を得るl)。要素所得に

の結果を解説する。ただし、企業の生産活動　　移転所得(私的純移転所得00+公的移転所

を表すために用いる『産業連関表(総務庁)』　　得(現物給付(M)+現金給付(N)))と帰属所

の最新データが1990年のものであるため、　　得(B:帰属家賃所得+帰属経常移転所得+帰

基準年は当該年とした。　　　　　　　　　属留保所得)を加えたものから、個人所得税

本稿の構成は以下の通りである。第2章で　　(T,:限界税率をtI、定数項をCとする線形関数)

は、モデルの概略とマクロデータが一般均衡　　とその他の直接税(T<)を引いたものが可処分

--一　　　　　　　　　　　　　　　　　　-▼　　　　　　　　　--　　　　　　　　-

1 )家計は全資本保有量を産業に供給するものとする。
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所得となる2)。さらに、可処分所得にレジャー

価値を加えたものが拡張可処分所得(Id)とな

る。各家計はこの拡張可処分所得を制約とし

て、次のような効用最大化問題

maxU'-αi(l/02')Tji("')HKo)+(l-α(1/ct2)

i(i>')l(l/u'CF'W}

i-l,ォォ,18(1)

s.t.H1-{(卜β¥ll/<71')-i(¢i)+βMl/a,1)

ii(0')j(l/sサ')

i-l,-,18(2)

Ⅹ,-∑と9=】Akスi-l,--,18(3)

Idt≡PIL'+PkK'+R'+M'+N'+B'-T,1

-TV+a-t.oPLil}

-PF'CFl+(卜t-OPIIl-∑左-蝣iQkXk

i-1-ォ,18(4)

T^c'+t/CPJL'+A1-0'pKK')

i-l,--,18(5)

間企業が保有する貯蓄覇を、それぞれ家計に帰属計算したものであるO
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表2　産業と財の分類

第2巻第1号

農林水産業
鉱業
食料品・飲料・たばこ

tルプ・紙
ヒ学製品

10

ll

12

13

14

15

16

17

18

1g

20

21

22

油・石炭製品
業・土石製品
次金属
属製品
般機械

送機械
密機械
の他の製造業
設業
力・ガス・水道業
mmsmi
融・保険業
動産業
輸・通信
-ビス業
府サービス
家計民間非営利サービス

巨アルコール飲料

アルコール飲料
ばこ

脂

i

m

熱輿・水道料
具

庭器呉
異類・家計雑貨

運輸
自動車等関係斡
通信
レクリエーション・娯楽.文化サービス
教育
番籍・新聞・雑誌
その他

を解いて、将来消費財(&)・レジャー財(D一

表2に示した19種類の消費財(xoの購入量

を決める。ここでU・レKはそれぞれ家計の

効用・労働供給量・資本供給量、H・Xはそれ

ぞれ現在消費財・合成消費財の購入量、Pl'Pk

Pp-Qk'のまそれぞれ労働財価格・資本財価格・

将来消費財価格・第k消費財価格・資本所得の

課税対象比率、αとβはそれぞれ現在消費財

のウェイト付けパラミターとレジャー財のウェ

イト付けパラミタ-、01とg2はそれぞれ合

成消費財とレジャー財との代替弾力性と現在

消費財と将来消費財との代替弾力性、¢-

((7,-0/(7,U-(oi-1)/oi、Akは第k

消費財の支出シェアパラミクーである。なお、

添え字のiは所得階級を表している。

産業部門は表2に示した24種類の産業か

ら構成され、次のような生産関数

QJ-∑24a
m=laふQJ+V。JQJj-l,-,24(6)
ただし、a'm-x'
m/Q}(投入係数),

V。 - VA]/QJ (付加価値率)

vAJ - γiLi'-Vl-'1"

j-l,--,24 (7)

を持つものとする3)。ここでQォVA-XmォLォK

はそれぞれ産出量・付加価値・第m中間財の

投入量・労働投入量・資本投入量、 γと〝はそ

れぞれ効率パラミターと生産要素の分配パラ

ミクーである。なお、添え字のjは産業を表

している。このように投入係数と付加価値率

は固定係数で与えられるので、各産業は具体

的に1単位の付加価値にかかる(社会保障税・

資本税込)要素費用を最小にするように、労

働投入量(DOと資本投入量(DOを決めるこ

とになる。このとき、各生産財価格(P)紘

p5 - ∑慧=laふPJ+v。](l+t。J) {(l+tLJ)PLD^

+ (l+tk')PKDKJ}

j-l,-,24 (8)

より決定される。ここでt。・tL・ticはそれぞれ

純生産物税率・社会保障税率・資本税率である。

3)モデルは静学モデルであり、減価償却はないものと想定している。
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一方、各産業の産出量は財市場の均衡条件よ　　当・賃貸料取引市場)・海外市場はすべて均衡

り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　していると仮定される。そこで、 『SNA』より

[Ql,～,Q24] - [F'.-.F^cI-A]~1　　　得られるマクロデータがこれらの一般均衡条

j-l,ォォ,24 (9)　　件を満たすように、次のような調整を行った。

Fi - Ci+Ii+{EXi-(l+tli)IMI　　　　　　　家計の賃金.俸給- 『SNA』値一海外か

j-l,-,24 (10)　　　　らの雇用者所得純受取

となるO　ここで、 A'F'OI-EX'IM'i,はそ　　　・家計最終消費支出- 『SNA』値+統計

れぞれ投入係数行列・最終需要・最終消費需要・　　　上の不突合+財貨・サービスの純輸出

投資需要・輸出・輸入・輸入税率である。なお、　　・家計貯蓄- 『SNA』値一統計上の不突

生産財から消費財への変換は、各消費財がど　　　　合一財貨・サービスの純輸出一海外から

の生産財との組み合わせにより形成されるの　　　　　の雇用者所得純受取

かを示す変換行列を用いて行われる。　　　　　・政府の各財産所得(利子・配当・賃貸料)支

政府は第23産業として政府サービスを生　　　　払- 『SNA』値-各財産所得の純支払総

産すると同時に、産業と家計から表3に示し　　　　額を全部度部門について合計したもの4-

た6種類の税を徴収する。政府はこれらの税　　　・政府の利子受取- 『SNA』値一海外か

収を財源として、政府最終消費・家計への移　　　　　らの財産所得純受取一全財産所得の純支払

転支出・公的資本形成を行う。総税収額が総　　　　総額を全制度部門について合計したもの

支出覇に満たない場合、政府は公債を発行す　　　・政府の経常移転受取- 『SNA』値+海

る。公債は家計によりすべて購入されるもの　　　　外からのその他の経常移転純支払

とする。最後に、海外部門は最終需要部門の　　　・政府貯蓄- 『SNA』値一海外からの財

一つとして組み込まれているが、実際のシミュ　　　　　産所得純受取+海外からのその他の経常

レ-ションでは海外からの影響や海外への影　　　　　移転純支払+全財産所得の純支払総額を

響を除去するために、対外収支は現状の規模　　　　全制度部門について合計したもの

(一定)で均衡しているものとした.

2-2.マクロデータの調整

モデルでは、財市場・各資本市場(利子・配

4) 『SNA』には対家計民間非営利団体の財産所得支払総額しか記載されていないので、これを同部門の各財産所得受取確

に応じて配分した。
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3.家計部門のパラミター推計　　　　　　　所得の構成所得比は、各所得の所得階級別デー

タを、その所得階級に関する合計額(図2-B

ここでは、家計部門のパラミタ-を推計す　　　②)で割って求めた(図2^C)。これを、 『所得

る。まず、家計所得の各構成要素を推計するo　　　再分配調査報告』の「当初所得」データに乗じ

また、これらのデータに基づいて生産要素保　　　たものが、当初所得の各構成所得となる(図

有量も推計する。次に、家計の税負担を推計　　　2-D)。このようにして得られた各所得に対

する。これにより拡張可処分所得が得られ、　　　応する分布データを乗じたものの合計額が、

さらに貯蓄額を推計すると消費額が得られる。　『SNA』値に合うようにマクロ調整した5)0

最後に、各消費財の消費量を表す支出シェア　　　推計結果は表4の通りである。

パラミクーと効用関数に含まれるその他のパ　12)データの作成

ラミクーを推計する。　　　　　　　　　　　　　　　上記の推計に用いたデータは次の通りで

3-1.家計所得の推計　　　　　　　　　　　　　　　ある。当初所得の合計額と後に必要となる全

家計所得は、当初所得(雇用者所得・事業所　　　世帯の所得分布データは、 『所得再分配調査

得・農業所得・財産所得・私的移転所得)と公的　　　報告』より得られる。雇用者所得世帯と移転

移転所得、および帰属所得から構成される。　　　所得世帯の各所得と分布データは『全国消費

ここでは家計所得の各構成要素を推計する。　　　実態調査報告(総務庁)』より求めた。事業所

1)当初所得の推計方法　　　　　　　　　　　　　得世帯と農業所得世帯の各所得と分布データ

当初所得の合計額は『所得再分配調査報告　　　は『税務統計から見た申告所得税の実態(国

(厚生省)』より得られるが、その構成要素に　　　税庁)』より求めた。財産所得世帯の所得に

関するデータは同資料からは得られないo　そ　　　は、移転所得世帯の財産所得のデータを適用

こで当初所得の構成所得比を推計し、これを　　　した。また財産所得世帯の分布データは、全

用いて当初所得を各構成所得に振り分けるこ　　　世帯の分布データから財産所得世帯以外の分

とにした。図2には、この作業の概略が示さ　　　布データの合計値を差し引いて求めた。なお

れている.家計は5タイプの世帯(雇用者所　　　全世帯の分布データは、その合計値が『住民

得・事業所得・農業所得・財産所得・移転所得世　　　基本台帳に基づく全国人口・世帯数表人口動

帯)から構成され、それぞれ5種類の所得(当　　　態(自治省)』より得られる総人口と等しくな

初所得の各構成所得)を持っものとする(図2-　　　るようにマクロ調整した6)。また各世帯の分

A)。ただし、財産所得世帯は財産所得のみ　　　布データも、その合計値が『国勢調査(総理

を持ち、移転所得世帯は公的移転所得と財産　　　府)』と『税務統計から見た申告所得税の実

所得のみを持つものとした。各世帯の各所得　　　態』より推計したそれぞれのマクロ値に合う

に対応する分布データを乗じたものを所得ご　　　ようにスケール調整した7).

とに全世帯について合計すると、各所得の所　　　3)その他の家計所得(公的移転所得・帰属所

得階級別データが得られる(図2-B①)。当初　　　　得)の推計

5)マクロ(スケール)調整とは、ミクロデータ(Xi)の総計が所与の値(Y)と一致するように、一律な固定係数(a-Y/∑iXi)

を用いてデータを修正する方法を言う。

6)施設に収容されている世帯・住込及び寄宿舎等の単身世帯・外Eg人世帯は、モデルから除外される。これは、これらの世

帯に関する必要なデータが既存の公表資料から得られなかったためである。 『国勢調査』によると基準年におけるそれぞ

れの世帯数の割合は0.3%、 3.6%、 1.1%であり、推計結果に与える影響は小さいと考えられる。
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図2　当初所得の構成所得比の作成手順

国呈±

○雇用者所得世帯　　　　　　○事業所得世帯　　　　　　　○農業所得世帯

○財産所得世帯　○移転所得世帯

注) D-E-B-A-Z-Tはそれぞれ世帯の分布データ・雇用者所得・事業所得・農業所得・財産所得・移転所得である。
また、上付と下付の添え字はそれぞれ所得階級と世帯業態を表している。

図2-B①,②

①雇用者所得のマクロデータ　　　　　　②全所得の集計値

注)事業所得・農業所得・財産所得・移転所得についても同様。

espfl連

○当初所得の構成所得比の作成

国星望

○当初所得の構成所得

注) Wは『所得再分配調査報告(厚生省)』より得られる当初所得である。さらに、このようにして求めた

それぞれの所得をマクロ調整した。
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公的移転所得のデータは『所得再分配調査　　　は全資本所得である。これは、家計が全資本

報告』より得られる。帰属家賃所得は、 『全　　保有量を企業に供給すると仮定しているため

国消費実態調査報告』より得られる持ち家率　　　である。推計結果は表6の通りである。

と帰属家賃のデータから推計した。帰属留保　　　3-3.家計の税負担の推計

所得と帰属経常移転所得には、表4に示した　　　　家計が負担する税は、個人所得税とその他

財産所得のデータを適用した。そして、各所　　　の直接税に分けられる。ここでは、これらの

得に分布データを乗じたものの合計額が『S　　　税を推計する。

NA』値に合うようにマクロ調整した。推計　　　3-3-1.個人所得税関数の推計

結果は表5の通りである。　　　　　　　　　　1)個人所得税の推計

3-2.生産要素保有量の推計　　　　　　　　　　　　個人所得税は、所得秩(申告・源泉)・都道府

ここでは、先に推計した家計所得データを　　　県住民税(所得・利子割)・市町村住民税(所得

用いて、労働と資本という2種類の生産要素　　　割)から構成される。個人所得税には『所得

保有量を求めるO　まず、家計の労働所得は、　　　再分配調査報告』の「税」デ-夕を利用できる

表4に示した雇用者所得に事業・農業所得の　　　が、これには固定資産税・軽自動車税・個人住

うち労働所得と見なせる分を足したものから、　　民秩(均等割)が含まれているから、これらを

後に推計される雇用者・自営業者負担の社会　　　控除する必要がある。そこで、個人所得税の

保障税を引いたものと定義する。一方、家計　　　データを『国税庁統計年報書(国税庁)』の所

の資本所得は、表4・表5に示した財産所得.　　得税データから産業部門で推計する源泉所得

帰属所得と事業・農業所得のうち資本所得と　　　税(産業負担分)を差し引いたものに、 『地方

見なせる分を足したものと定義する。なお、　　　財政統計年報(自治省)』より得られる固定資

事業・農業所得に占める労働(資本)所得比率　　　産税・軽自動車税・個人住民税(均等割)を加え

には、産業部門で推計する個人企業の企業所　　　たマクロ値に合うようにスケール調整し

得に占める労働(資本)所得比率(それぞれ　　　た9)。

0.66、 0.35)を用いた。　　　　　　　　　　　　　　次に、固定資産税・軽自動車税・個人住民

モデルでは、基準年において(社会保障税・　　税(均等割)の負担分布データを求めた。固定

資本税抜き)1円の価値を生み出す量をその　　　資産税には、表5に示した帰属家賃所得のデー

生産要素の1単位と考えているから、基準年　　　夕を適用した。軽自動車税には、 『家計調査

の価格で評価した金額表示の要素所得の大き　　　年報(総務庁)』の「自動車関係費」デ「夕を適

さがそのまま要素数畳と言える。労働保有量　　　用した。そして、これらの税負担額に分布デー

は、労働所得に『国民生活時間調査(日本放　　　夕を乗じたものの合計覇がそれぞれのマクロ

送協会)』より得られる労働供給率の逆数　　　値に合うようにスケール調整した。個人住民

(1.88)を乗じて求めた畠)。一方、資本保有量　　税(均等割)のデ-夕は、そのマクロ値を全世

7)雇用者所得世帯のマクロ値(2027万384件)は『国勢調査』の"賃金・給料が主な世帯"のうち賃金・給料のみの世帯とその

他の世帯を足したものから、 『税務統計から見た申告所得税の実態』の''その他の所得者''のうち給与所得を得ている人員
数を引いて求めた。また移転所得世帯のマクロ値(535万4149件)は、モデルに含まれる全世帯数に『国勢調査』より求

めた移転所得世帯の構成比を乗じて求めた。
8)労働供給率の逆数-(労働時間+レジャ-時間)/労働時間

9) 『地方財政統計年報』より得られる土地に対する固定資産税と軽自動車税の値には企業負担分も含まれているので、 『S
NA』より得られる家計の土地保有率(0.67)と『産業連関表』より得られる家計の軽自動車所有率(0.65)を用いて家計負

担分を抜き出した。なお、後に推計する罰金についても同様に求めた。
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帯数で割って求めた1世帯当たり負担額(0.33-3-2.その他の直接税の推計

万円)に分布データを乗じて求めた。すると、その他の直接税は、自動車関係諸税(自動

先に求めた個人所得税のデータから、固定資車税・自動車重量税・自動車取得税・軽自動車

産税・軽自動車税・個人住民税(均等割)のデー税)・罰金(スピード違反・駐車違反など)・狩猟

夕を差し引くことにより、純粋な個人所得税者登録税・大猟税・個人住民税(均等割)・非雇

(T.)が求められる。用者負担分の社会保障税(退職者の国民健康

2)課税標準の推計保険料)から構成される。このうち、軽自動

個人所得税の課税標準(BT)は、労働所得・車税と個人住民税(均等割)のデータは既に得

資本所得(課税対象分)・現金給付である。資られた。

本所得のうち課税対象となるのは、利子と配軽自動車税以外の自動車関係諸税と罰金に

当所得の一部・賃貸料所得・事業所得のうち資は『家計調査年報』の「自動車関係費」データ

本所得と見なせる分である10)。このうち、表を、また狩猟者登録税と大猟税には同資料の

4・表5に示したように労働所得・事業所得の「教養娯楽サービス費」データを適用したOそ

うち資本所得と見なせる分(事業所得*0.35>して、これらのデータが『国税庁統計年報書』

現金給付は既に得られているが、利子・配当・・『地方財政統計年報』丁『SNA』より得ら

賃貸料所得は得られていない。そこで、表4れるマクロ値に合うようにそれぞれスケール

に示した財産所得のデータを、財産所得(利調整した。

子・配当・賃貸料所得)の構成比を用いて振り非雇用者負担分の社会保障税を求めるため

分けることにした11)。には、家計負担の社会保障税を3タイプ(戻

3)個人所得税関数の推計用者・自営業者・非雇用者)の負担者別に振り

個人所得税関数の推計結果は、以下の通り分ける必要がある。家計負担の社会保障税は

である『所得再分配調査報告』より得られる「社会保

TV-ls^s+0.0^BT'+O.ooooeegKBTl)
(ll.41)(0.02)(0.00000745)

i=l,-,18(ll;≡≡蓋惹SNA惹曇曇善

言票芸芸票票も霊禁芸芸芸9;芸12)*

0-
&6c計の税負担の推計結果は表8の通り
(t.)を用いた3-4.拡張可処分所得・貯蓄・支出シェアパラ

T.^C'+t-BTli-l,--,18(12)ミクーの推計

を想定しているoここでは、拡張可処分所得・貯蓄・支出シェ

ーtttttt▼▼-
10)利子と配当所得に対する課税対象割合は、『国税庁統計年報書』よりそれぞれ0.45、0.91である。
11)財産所得のうち利子・配当所得のデータは『貯蓄動向調査報告』より、賃貸料所得は『税務統計から見た申告所得税の
実態』より得られる。そして、各所得に分布データを乗じたものの合計額が、『SNA』値に合うようにマクロ調整した。
財産所得の構成所得比は、こうして求めた財産所得の各要素データを、財産所得の合計額で割って求めた。
12)家計負担の社会保障税の負担比は、各負担者ごとの社会保障税のデータをその合計覇で割って求めた。雇用者負担の社
会保障税には『家計調査年報』の「社会保険料」データを用いた。自営業者負担分については、農業者年金基金とそれ以
外の部分に分けて推計したO前者については表4に示した農業所得のデ-夕を適用し、後者については1世帯当たりの
社会保険料(国民健康保険料が14.6万円、国民年金保険料が10.4万円)に事業所得世帯と農業所得世帯の分布データを乗
じて求めた。また、非雇用者負担分については1世帯当たりのEg民健康保険料(24.8万円)に移転所得世帯と財産所得世
帯の分布データを乗じて求めた。そして、これらのデータを『SNA』・『RevenueStatisticsofOECDMemberCountries
(OECD)』・『社会保障統計年報』より求めたマクロ値に合うようにスケール調整した。推計結果は表7の通りであるo
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表6　要素所得・保有量

単位:万円
労 働 所 得 労 働 資 本 所 得

保 有 量 .保 有 量

1 4 .3 8 .0 4 3 .3

2 3 5 .5 66 .7 15 1 .0

3 7 2 .5 136 .3 158 .0

4 13 2 .2 24 8 .5 160 .

5 2 0 8 .7 3 92 .4 14 8 .6

6 2 5 3 .3 4 76 .2 175 .6

7 3 4 9 .6 65 7 .2 15 5 .7

8 3 6 1 .6 6 79 .7 2 18 .2

9 5 12 .5 96 3 .5 15 4 .1

10 6 4 9 .7 1 ,22 1 .2 10 4 .8

ll 6 2 1 .7 1 , 16 8 .6 20 5 .

12 7 4 5 . 1 1 ,40 0 .6 16 2 .9

13 7 2 1 .0 1 ,35 5 .3 25 5 .5

14 8 5 5 .3 1 ,60 7 .7 19 9 .9

15 7 13 . 1 1 ,34 0 .5 3 98 .0

16 1 ,1 12 .9 2 ,0 92 .0 13 8 .8

17 1 ,2 7 6 .1 2 ,3 98 .7 12 9 .0

18 2 ,10 2 .2 3 ,95 1 .7 22 6 .9

アパラミクーを推計する。上記の作業により

家計の税負担が求められた。これより可処分

所得は、表4・表5に示した家計所得から表8

に示した家計の税負担と寄付金・損害保険料

のデータを差し引いて求められる.寄付金と

損害保険料のデータは、各業態別に推計し

た13)。可処分所得から貯蓄額を引くと、消費

額が得られる。貯蓄額は『貯蓄動向調査(総

務庁)』の「貯蓄」デ-タを、これに分布デー

タを乗じたものの合計額が先に求めた修正済
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みマクロ値に合うようにスケール調整した。

さらに、可処分所得にレジャー価値を足した

ものが拡張可処分所得となる。なお、レジャー

価値とは表6に示した労働保有量から労働所

得を引いたものである。これらの推計結果は

表9の通りである。

次に、支出シェアパラミクー(Ak)を推計

する。支出シェアパラミクーは、『家計調査

年報』の全世帯の支出データから求めた。た

だし、同資料には帰属家賃と現物給付のデー

タが含まれていないので、表4に示したこれ

らのデータを加えた。そして各所得階級の列

和がそれぞれの消費額に、各消費財の行和が

産業部門で推計される各消費総額に等しくな

るように支出行列をRAS調整した14)。これ

より支出シェアパラミタ-は、

堤-Ⅹ占/∑19yI
K=1Aとなる。推計結果は表10
の通りである。

3-5.効用関数に含まれるパラミタ-の推計

ここでは、このようにして推計した変数が

家計の最適な行動の結果を表すものと想定し

て、効用関数のパラミクーを推計する.

現在消費財と将来消費財の代替弾力性(α2)

を貯蓄の利子弾力性U)を用いて表すならば、

cT2'-1+777(1-PSS'/IJ)

i-l,-,18(13)

となる。ここで、Psは貯蓄財価格である15)。

そこで02は、77-0.1として推計した16)。ま

た、現在消費財のウェイト付けパラミクー

13)ここで、単身世帯は寄付金および損害保険料を支払わないものと仮定する。事業所得・農業所得世帯の寄付金と損害保

険料のデータは『税務統計から見た申告所得税の実態』より次式のように、またその他の世帯については『家計調査年

報』より求めた。そして、これに分布データを乗じたものの合計顎が『SNA』値に合うようにマクロ調整した。

寄付金の推定式)　　寄付金控除金額+ 1(万円) *人員

事業所得世帯の損害保険料の推定式)控除金額

農業世帯の損害保険料の推定式)控除金額*2-人員*5000(円)

14) RAS調整とは、行列形式で示されたデータの全ての数値に対して、同時的かつ逐次的なスケール調整を加えていき、

各列和および各行和をそれぞれ所与の大きさに一致させる方法を言う0

15)貯蓄財と将来消費財との間には、 PsS-PfCfという関係が成立するO　このとき、将来消費財価格は資本収益率(0)を用

いると、 Pf-PsPx/(1-¢t,)pK　と表すことができる。なお、貯蓄財価格は1で設定している。

16)貯蓄の利子弾力性と労働供給の実質賃金率弾力性の値には、市岡(1991)で用いられている値を直接用いた。
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表7　社会保障税(家計負担分)

単位:万円
社 会 保 障 税

雇 用 者 自 営 業 者 非 雇 用 者

1 2 0 . 3 0 . 8 1 .3 18 .2

2 3 7 . 2 6 . 6 1 2 .5 18 .0

3 5 5 . 5 2 0 . 7 1 6 .4 18 .4

4 6 3 . 7 3 6 . 5 14 .0 13 .2

.5 8 2 . 3 6 5 . 0 8 .7 8 . 6

6 8 5 . 3 7 0 . 4 5 .8 9 . 0

7 9 9 . 1 1. 2 5 .4 5 . 6

8 1 0 0 . 3 9 1 . 2 2 .0 7 . 1

9 1 1 2 . 1 1 0 6 . 7 2 . 1 3 . 3

10 1 2 4 . 8 1 2 2 . 4 1 .3 1 .2

l l 1 2 4 . 8 1 2 0 . 3 1 .2 3 .3

12 1 3 8 . 4 1 3 5 . 7 0 .8 1 .9

1 3 1 3 8 .4 1 3 3 .8 0 .8 3 .8

14 1 5 9 .0 1 5 6 .2 0 .5 2 .2

1 5 15 9 .0 1 5 1 .0 0 . 7 7 .3

1 6 16 9 .9 1 6 8 .7 0 . 6 0 .7

1 7 19 8 .5 1 9 3 .7 0 . 9 4 .0

1 8 2 1 6 .2 2 0 5 .0 1 . 3 9 .9

表8　家計負担の税

第2巻第1号

(α)は、現在消費財関数と貯蓄関数との比を

とり、それを変形すると

al - H'/ IH'+ CPsSVPp'XPf'/PhOiw

i-l,-ォ,18 (14)

となるO　ここで、 P,.は現在消費財価格(合成

消費財価格とレジャー財価格との合成関数)

である。

レジャー財と合成消費財の代替弾力性(crO

は、労働供給の実質賃金弾力性(E)を用いて

・表すならば、

- {ぎ+ (pL-iEIyiDi)-pL'/(iDl-pssl)}

/U-PIT/Qd'-PsSl)}}

ただし、

ぎ^ -F'/Cf'-1), PL~1

- (i-V)PL

i-l,-,18 (15)

となる。ここでrは労働保有量の労働供給量

に対する比率(1.88)である。そこで、 α1は

単位:万円
個 人 所 得 税 そ の 他 の

直 接 税課 税 標 準 ; 限 界 税 率 定 数 項

1 7 . 1 2 4 1 .5 0 . 0 4 3 - 3 . 4 1 8 .9

2 7 .0 2 3 8 .8 0 .0 4 3 - 3 . 3 1 9 .0

3 7 . 9 2 7 3 .3 0 .0 4 8 4 . 9 1 9 .6

4 2 6 . 7 3 1 5 . 0 0 .0 5 3 9 .9 16 .4

5 3 0 .0 3 6 0 . 6 0 .0 5 9 8 .6 l l .8

6 6 8 .0 4 4 1 . 8 0 .0 7 0 3 7 .0 1 3 .0

7 4 1 . 5 4 9 0 . 0 .0 7 7 3 .9 1 0 .3

8 4 5 . 1 5 4 2 .9 0 .0 8 4 - 0 . 3 1 3 .4

9 4 8 . 3 6 4 5 .2 0 .0 9 7 - 1 4 . 5 8 . 7

10 6 1 . 1 7 4 9 . 0 . 1 1 1 - 2 2 . 3 6 . 2

l l 5 9 .8 7 7 1 .8 0 . 1 14 - 2 8 . 4 1 0 . 3

1 2 7 7 . 1 8 6 5 . 0 . 1 2 - 3 2 . 7 1 0 . 1

1 3 7 7 .4 8 9 5 . 0 . 13 - 3 9 .8 l l . 1

1 4 1 0 4 .3 1 ,0 0 2 . 9 0 . 14 5 - 4 1 .3 9 .3

1 5 1 0 4 .6 9 8 8 . 0 . 14 : 【3 7 . 1 14 .3

16 1 2 3 . 7 1 ,2 2 5 . 9 0 . 1 7 5 - 9 0 . 9 8 .6

17 1 4 9 . 6 1 , 3 6 4 . 0 . 1 9 4 一1 1 4 . 6 l l . 2

18 4 1 1 .9 2 , 2 7 8 .8 0 . 3 16 - 3 0 8 . 0 1 8 . 8

F-0.05として推計した。また、

レジャー財のウェイト付けパラミ

タ-(β)は、レジャー財関数と合

成消費財関数の比をとり、それを

変形すると

β - iVo'+x'CPxVPl"1)^'

i-l,-,18 (16)

となる。ここで、 Pxは合成消費財

価格(各消費財価格の合成関数)で

ある。推計結果は表11の通りであ

る。
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。藁る。4-1-1.ォ#8ffl<D*ft

i)^n*サjゥォm-

i^liitl.Cft*TSNAJffi(C-」-5<fc-5

rtttsnajm&z。ttm^tz。

まず、付加価値を構成する資本費用と労働費してそのまま用いることはできない17)。そこ

用を推計する。次に、価格の決定式に含まれで、公的非金融企業の営業余剰には個別の財

る産業の税負担を推計する。さらに、産出量務諸表などより得られる固定資本を適用し、

を決定するのに必要となる最終需要を各項目これを『sNA』値に合うようにマクロ調整

ごとに推計する。最後に、これらのデータにした18)。公的金融企業については『SNA』

基づいて生産関数と付加価値関数のパラミクー値をそのまま用いた。政府と対家計民間非常

を推計する。利団体については、『SNA』の各固定資本に、

4-1.付加価値の推計先に求めた公的企業の資本収益率0.018(-営

17)公的企業の産業分類は、『SNA』の定義に従う。
18)公的非金融企業間の税引後純資本収益率は等しいものと仮定した。また、地方政府のうち造林事業・失業者就業事業・土
地開発公社・住宅事業・交通災害共済事業・農業共済事業・地方道路公社・地方駐車場公社・宝くじ・競馬・競輪等(地方政府分)・
公務員住宅の財務諸表は得られなかったので、これらの純固定資本はゼロと仮定した。
19)個人企業における農林水産業の営業余剰は、農家所得から間接税分を引いて求めた。なお、間接税は『産業連関表』よ
り得られる間接税比率を用いて求めた。
20)鉱業、化学製品、石油・石炭製品、電気・ガス・水道、金融・保険、運輸・通信、建設産業の営業余剰はゼロと仮定した。
これは、これらの産業について個人企業が存在するとは考えにくいからである。また、個人企業の営業余剰には家族従
業員の給与が含まれている。そこで、後に推計する産業別民間企業の資本・労働分配率を用いて営業余剰を資本費用と労
働費用に分割し、労働費用分を差し引いた。ただし、資本費用は最低でも利子と賃貸料支払の合計覇以上と考えられる
のせ、両者を比較して前者が後者に満たない場合、前者を後者で置き換えた。個人企業の産業別利子・賃貸料支払には先
に求めた営業余剰データを適用し、これを『SNA』値に合うようにそれぞれマクロ調整した。農林水産業と不動産業に
ついては『SNA』値をそのまま用いた。
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業余剰/固定資本)を乗じて求めた。　　　　　て求めた。民間非金融法人企業の産業別法人

個人企業の営業余剰は、農林水産業・不動　　住民税(均等割)には、 『財政金融統計月報法

産業・それ以外の産業に分けて推計した。農　　大企業統計年報特集』の「法人数」データを適

林水産業の営業余剰は、 『農家経済調査報告　　用し、これを『地方財政統計年報』より得ら

(農林省)』より得られる1世帯当たり農家営　　れるマクロ値に合うようにスケール調整した。

業余剰(120万円)に、 『国勢調査』より得ら　　民間金融法人企業については『SNA』値を

れる農業収入稼得者数を乗じて求めた'9)。　　そのまま用いた。民間法人企業の産業別法人

個人企業における不動産業の営業余剰とは家　　住民税(利子割)には『財政金融統計月報法

計の持ち家サービスを産業に帰属させたもの　　大企業統計年報特集』の「利子受取」データを

であり、その値には『SNA』値をそのまま　　適用し、これを『地方財政統計年報』より得

用いた。その他の産業の営業余剰は『個人企　　られるマクロ値に合うようにスケール調整し

業経済調査年報(総務庁)』より得られ、これ　　　た。

を『SNA』値に合うようにマクロ調整し　　　民間非金融旗大企業の産業別源泉所得税

た20)。　　　　　　　　　　　　　　　　　(産業負担分)には、 『財政金融統計月報法人

2)帰属利子・直接資本税と資本費用の推計　　　　企業統計年報特集』の「配当受取」データと先

次に、帰属利子と直接資本税を推計する。　　に推計した「利子受取」データを足したものを

帰属利子には『財政金融統計月報法人企業　　適用し、これを『SNA』 ・ 『国税庁統計年報

統計年報特集』より作成した民間非金融法人　　書』より求めたマクロ値に合うようにスケー

企業の利子純支払データを適用し、これを　　　ル調整した。なお、芸能人の役務提供・法人

『sNA』値に合うようにマクロ調整した。そ　　　等の報酬又は料金にかかる所得税は、そのま

して、この帰属利子を各産業の営業余剰から　　　まサービス産業に加えた。金融法人企業につ

控除し、その合計額を第19産業(金融・保険　　　いては『SNA』値をそのまま用いた。

業)の営業余剰に加算すると、帰属利子調整　　　納付金は、第19産業に含まれる日銀納付

後の営業余剰が得られる。　　　　　　　　　　金と第21産業(運輸・通信業)に含まれる帝都

直接資本税とは資本費用を課税ベースとす　　　高速度交通営団による納付金から構成され、

る税であり、具体的には法人税・法人住民税　　　その値には『SNA』値をそのまま用いた。

(法人・利子・均等割)・源泉所得税(企業負担分)・　　罰金には、 『産業連関表』の自動車等の中間

納付金・罰金から構成される。民間非金融法　　投入額を適用し、これを『SNA』値に合う

大企業の産業別法人税・法人住民税(法人割)　　ようにマクロ調整した。

には、 『財政金融統計月報法人企業統計年報　　　　これらのデータを足し合わせると直接資本

特集』の「利子受取」データに「配当受取」デー　　　税が得られるO　すると、資本費用は、先に求

夕を足したものを適用し、これを『SNA』 ・　　めた帰属利子調整後の営業余剰からこの直接

『国税庁統計年報書』 ・ 『地方財政統計年報』　　　資本税を引いて求められる。

より得られる各マクロ値に合うようにそれぞ　　　4-1-2.労働重用の推計

れスケール調整した。民間金融法人企業につ　　　　労働費用は、雇用者所得から社会保障税

いては、 『SNA』より得られる所得税(金融　　(産業負担分)を引いたものと定義される。こ

法人企業負担分)のマクロ値から後に推計す　　　こでは、その推計方法を解説する。

る源泉所得税分(民間金融法人負担分)を引い　　1)雇用者所得の推計
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個人企業以外の雇用者所得は、 『SNA』　　　態(労働省)』 ・ 『産業連関表』より求めた雇

の「雇用者所得」データを、先に修正したマク　　　用者所得対法定福利比を乗じて求め、さらに

ロ値に合うようにスケール調整した。ただし、　『SNA』 ・ 『Revene Statistics of OECD Mem一

政府と対家計民間非営利団体については『　　　ber Coun-tries 1965-1994(OECD)』より求め

NA』値をそのまま用いた0個大企業の雇用　　　たそれぞれのマクロ値に合うようにスケール

者所得は、先に推計した個人企業の営業余剰　　調整した。自営業者負担の社会保障税は、

のうち労働費用と見なせる分である。産業別　　『社会保障統計年報(総理府)』より得られる

に見た雇用者所得は、これらのデータを足し　　1人当たり国民健康保険料・国民年金保険料

て求められる。　　　　　　　　　　　　　　　額(それぞれ14.6万円、 10.4万円)を、 『個人

2)社会保障税と労働費用の推計　　　　　　　　企業経済調査』より求めた自営業者数に乗じ

社会保障税とは労働費用を課税ベースとす　　　て求めた21)。さらに、農林水産業には農業者

る税であり、具体的には3タイプの業態(雇　　年金基金分を加えた。

主・雇用者・自営業者)により負担される国民　　　　このようにして求めた雇用者所得と産業別

健康保険料・国民年金保険料を指す。雇主・雇　　社会保障税の差が労働費用となる。さらに、

用者負担の社会保障税は、先に推計した「雇　　先に推計した資本費用と労働費用を足すと、

用者所得」データに『賃金・労働時間制度の実　　付加価値が得られる。これらの推計結果は表

12の通りである。

4-2.産業負担の税の推計
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ここでは、産業が負担する税のうち、社次式により推計した。

会保障税を除く、直接資本税・間接資本税・純V-rJ(QJ+IMJ-EXJ-∑,=,aふQJ一

生産物税の推計方法を解説する:。これらのう∑4T
l=11よ)
ち直接資本税は既に得られている。間接資本j-l,-,24(17)

税は資本費用を課税ベースとする税であり、ここで、Tt・!はそれぞれ消費税頃・実効

間接税から生産物税を控除したものと定義さ消費税率・第m投資財の購入額である。そし

れる。間接毒削ま、『産業連関表』の「間接税」て、この集計値が『国税庁統計年報書』より

データを『SNA』値に合うようにマクロ調得られるマクロ値に合うようにスケール調整

整して求めた。ただし、政府と対家計民間非した。産業別の生産物税は、先に求めた消費

営利団体については『SNA』値をそのまま税以外の生産物税のデータに消費税のデータ

用いた。消費税以外の生産物税は、『地方財を足して求められる。

政統計年報』・『国税庁統計年報書』より得純生産物税とは付加価値を課税ベースとす

られる各税額を、表13に示した生産物税のる税であり、先に推計した生産物税から補助

分頬に従い各産業に振り分けて推計した。た金を引いたものである。補助金は『産業連関

だし、これらの資料から得られる値には輸入麦』の「補助金」データを『SNA』値に合う

品商品税が含まれているので、この分を差しようにマクロ調整した。推計結果は表14の

引く必要がある。輸入品商品税は『SNA』通りである。

の「輸入税」データを輸入品商品税と関税に振4-3.最終需要の推計

り分けて求めた22)。また、産業別の消費税はここでは、産出量の決定式に含まれる最終

±
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需要を推計する。最終需要は、家計・政府・対　　　国内総固定資本形成のデータに『SNA』よ

家計民間非営利団体の最終消費と純投資と輸　　　り求めた固定資本減耗率0.46(-固定資本減

出を足したものから、 (輸入税込)輸入を引い　　　耗/国内総固定資本形成)を乗じて求め、こ

たものである。産業別の家計最終消費は、 『S　　　れを『SNA』値に合うようにマクロ調整し

NA』の「家計最終消費支出」データを、先に　　　た23)。

求めた修正済みマクロ値に合うようにスケ-　　　　輸出・(輸入税込)輸入・輸入税のデータは、

ル調整した。ただし、政府・対家計民間非常　　『SNA』より得られる各データを、先に求め

利団体については『SNA』値をそのまま用　　　た修正済みマクロ値に合うようにスケール調

いた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　整した。推計結果は表15の通りである。

純投資額とは、国内総固定資本形成に在庫　　　4-4.産業部門のパラミタ-と変換行列の推計

品増加を足したものから固定資本減耗減少分　　　　以上の推計により得られた値が企業の最

を差し引いたものと定義される。産業別の国　　　適な行動の結果を表すものと想定して、生産

内総固定資本形成と在庫品増加は、 『SNA』　　　関数と付加価値関数のパラミクーを推計した。

より得られる。固定資本減耗減少分は、この　　　　生産関数は、投入係数(am)と付加価値率

過需要(30兆4585億円)の状態にある。これより、生産要素の需要革が供給量より21兆4244億円だけ大きいことが分か

るOそこで、全産業に一律な調整係数0.72(-54兆8102億円/76兆2346億円)を乗じて、純投資データを減喝した。
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表17　付加価値率とその他のパラミター

付 加 価 値 率 γ 〟

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0 .23 2 .5 9 0 .5 1

0 .76 4 .34 0 .2 2

0 .23 2 .4 1 0 .7 2

0 .33 2 .33 0 .8 0

0 .2 9 2 .2 6 0 .7 1

0 .2 5 2 .94 0 .47

0 .1 0

0 .4 3

6 .6 4

2 .3 5

0 .29

0 .6 8

0 .2 2 2 .5 0 0 .5 5

0 .4 1 2 .4 1 0 .6 5

ll

12

13

0 .26

0 .2 8

0 2 4

2 .26

2 .55

2 4 2

0 .7 2

0 .6 5

0 6 8

14 0 .6 0 2 .2 7 0 .64

1 5 0 .4 3 2 .2 1 0 .7 1

1 6 0 .3 2 2 .3 1 0 .74

1 7 0 .3 3 2 .5 0 0 .4 3

18

1 g

0 .4 9

0 .5 5

2 .3 7

3 . 17

0 .7 9

0 .5 8

20 0 .5 0 2 .3 9 0 .3 7

2 1

2 2

2 3

0 .54

0 .35

0 .57

2 .2 5

1 .85

1 .6 5

0 .6 9

0 .8 7

0 .8 3

2 4 0 .4 9 1 .4 4 0 .9 1
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(v.)により表される。投入係数は、 『産業連

関表』の取引額表に次のような修正を加えて

推計した。まず、付加価値部門に含まれる家

計外消費支出を最終消費需要部門に含まれる

産業別の家計外消費支出額の構成比に応じて

配分した。これは、家計外消費支出額の中身

が企業の交際費・接待費などであり、中間投

入の一つと考えられるからであるO次に、産

業別の総供給額が総需要額に等しくなるよう

に取引額表をRAS調整した。推計結果は表

16の通りである0　-方、付加価値率は、先

に推計した付加価値データを『SNA』より

得られる産出額で割って求めた。

付加価値関数には、分配パラミクー(のと

効率パラミクー(γ)が含まれる。分配パラミ

クーは費用最小化条件より、効率パラミクー

は企業の利潤がゼロとなることから、それぞ

れ次のように求められる。

Hl - (l+tLJ)PLLV(l+TLJ)PLLJ+(l+tJ)

PKkJ}

第2巻第1号

j-,サー,24 (18)

r'- {(i+tLJ)PLLJ+(i+t占)PKKJ}

/LJ(〃OKKトの

j-,--,24 (19)

推計結果は表17の通りである。

生産財から消費財への変換行列は、各生産

財がどの消費財と対応関係にあるのかを見る

ことにより作成される。推計結果は表18の

通りである。

5.むすび

本稿では1990年を基準年として、市岡

(1991)と同タイプの一般均衡モデルのパラミ

クーを再推計した。本稿で用いた推計方法は

市岡のそれと若干異なっている。そこで、本

稿で用いた推計方法の妥当性を確かめるため

に、パラミクーの推計結果を比較してみよう。

図3から図5は、両者のパラミクーの推計結

果をグラフにしたものである。まず、現在消

費財と将来消費財の代替弾力性(図3)を見る

と、低所得者層では本稿の推計結果の方が市

岡のそれよりも大きく、高所得者層では市岡

の推計結果の方が本稿のそれよりも大きいこ

とが分かる。また、レジャー財と合成消費財

の代替弾力性(図4)を見ると、低所得者層で

は本稿の推計結果の方が市岡のそれよりも小

さく、高所得者層では市岡の推計結果の方が

本稿のそれよりも小さいことが分かる。これ

に対して、生産要素の分配パラミクー(図5)

を見ると、若干差はあるものの、全産業にお

いてほぼ同じ傾向を示している。

本稿で用いた推計方法の特徴は、公表デー

タに基づいてすべての推計(特に、当初所得

の内訳)を行った点と、家計部門において非

雇用者負担分の社会保障税を求めるために、

各負担者別(雇用者・自営業者・非雇用者)の社

会保障税のデータを推計した点である。そし
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て、本稿の推計結果が市岡のそれと異なる傾　　国税庁(1990*1991)、 『税務統計から見た法人
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結果とも考えられるが、所得内訳の推計が貯　　　所得税の実態』

蓄額・拡張可処分所得を通じて与えた影響と　　　自治省(1990)、 『住民基本台帳に基づく全国

も言える。　　　　　　　　　　　　　　　　　人口・世帯数表人口動態表』

最後に、今後の課題は次の3つである。　　　自治省(1990-1991)、 『地方財政統計年報』

第1は、先に見たように本稿の推計結果と市　　　自治省(1990-1991)、 『地方公営企業年鑑』

岡(1991)のそれとは若干異なる傾向を示して　　総務庁(1990-1991)、 『家計調査年報』

いる点である。これは本稿の推計方法による　　　総務庁(1990-1991)、 『個人企業経済調査年報』

ものであるかもしれない。従って、推計方法　　　総務庁(1990)、 『産業連関表』

による分析結果への影響がどの程度であるか　　　総務庁(1990-1991)、 『全国消費実態調査報告』

を調べるために、感度分析を試みることも必　　総務庁(1990-1991)、 『貯蓄動向調査報告』
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働供給の実質賃金弾力性を外生的に与えてい　　畜産振興事業団(1990-1991)、 『畜産振興事業

るので、やはりこれらを推計する必要がある。　　団年報』

第3に、本稿で紹介した推計方法でもやはり　　　日本銀行(1990*1991)、 『銀行局金融年報』
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